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問題Ⅰ  憲  法 
 

 

次の問すべてに解答しなさい。 

 

 

 

問１ 

 表現の自由と名誉の保護の調整手法について、具体的な裁判例を素材としながら、論じ

なさい。 

 

 

 

問２ 

 「部分社会の法理」について、具体的な裁判例を素材としながら、論じなさい。 
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問題Ⅱ  行 政 法 
 

 

次の事案を読んで下記のすべての問いに答えなさい。 

 

【事案】 甲道路は、Ａ鉄道Ｂ駅東口から県道Ｃ線に通じる幅員 8ｍ、延長 50ｍの市道（以

下「本件道路」）であり、同駅前を発着場所とするバス、タクシーや電車の乗降客等が往来

する終日交通量の多い道路である。本件道路は、もともとＸ市が 1967年頃Ｄから土地（以

下「本件各土地」）の寄附を受けその所有権を取得し、本件道路を開設して供用を開始した

ものである。Ｘ市は、Ｄから本件各土地の寄附を受けた後も、所有権移転登記手続を経て

おらず、本件各土地はＤ名義のままであったところ、2013年になって、本件各土地につき、

相続を登記原因として、Ｅの名義とする所有権移転登記がされ、Ｅから株式会社Ｙに対し

て、売買を原因とする所有権移転登記がされた。その後、Ｙは、2014 年春頃から、本件各

土地はＹの所有である旨主張して、Ｘ市に対し、本件各土地を時価で買い取るか代替地を

提供するよう執拗に要求するようになった。これに対し、Ｘ市がＹの要求を拒否したとこ

ろ、Ｙの使用人Ｆは、2014 年 8 月 21 日ころから、毎日、朝 9 時頃から夜 8 時頃まで本件

道路上に屋台用 2 トントラックを置いて本件道路の通行を妨害し、また、ペイントで「私

有地」と書いて本件道路を汚損するなどの行為を行っている。Ｘ市の担当課長は、課員を

派遣し、「本件道路の通行の妨げになるような行為は直ちにやめるように」という口頭での

指導をしたところ、Ｙの取締役Ｇはかえって激怒し、今後も本件道路の通行を妨害し、ま

た、仮に命令等を出されても従わないかのような態度を示している。Ｘ市は本件道路敷に

ついて占有権を有している。 

 

 

問１  

本件道路の通行妨害行為をやめさせ、本件道路にペイントで書かれた汚損を取り除くた

め、Ｘ市は、どのような権力的法的手段を採り得るか、道路法等の規定に照らして検討し

なさい。 

 

 

問２ 

 本件道路は、短時間であっても交通が妨害されると、通行者、通行車両等に重大な支障

を及ぼす重要な道路であることから、Ｙの通行妨害行為を予防する必要が高いと考えられ

る。Ｘ市は、Ｙに対し、あらかじめ通行妨害行為をしないように求める訴え（占有保全の

訴え（民法 199条））を提起することを考えている。この訴えは、道路法 4条に抵触しない

か、検討しなさい。 

 

 

問３  

Ｘ市の占有保全の訴えは、法律上の争訟（裁判所法 3 条 1 項）に当たるか。最高裁判所

の判例を取り上げながら、裁判官の立場になって検討しなさい。 
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道路法（昭和二十七年六月十日法律第百八十号）（抄） 

 

（この法律の目的）  

第一条  この法律は、道路網の整備を図るため、道路に関して、路線の指定及び認定、管

理、構造、保全、費用の負担区分等に関する事項を定め、もつて交通の発達に寄与し、公

共の福祉を増進することを目的とする。  

（私権の制限）  

第四条  道路を構成する敷地、支壁その他の物件については、私権を行使することができ

ない。但し、所有権を移転し、又は抵当権を設定し、若しくは移転することを妨げない。 

（市町村道の管理）  

第十六条  市町村道の管理は、その路線の存する市町村が行う。  

２～５（略） 

（道路の維持又は修繕）  

第四十二条  道路管理者は、道路を常時良好な状態に保つように維持し、修繕し、もつて

一般交通に支障を及ぼさないように努めなければならない。  

２、３（略） 

（道路に関する禁止行為）  

第四十三条  何人も道路に関し、左に掲げる行為をしてはならない。  

一  みだりに道路を損傷し、又は汚損すること。  

二  みだりに道路に土石、竹木等の物件をたい積し、その他道路の構造又は交通に支障を

及ぼす虞のある行為をすること。  

（道路管理者等の監督処分）  

第七十一条  道路管理者は、次の各号のいずれかに該当する者に対して、この法律又はこ

の法律に基づく命令の規定によつて与えた許可若しくは承認を取り消し、その効力を停止

し、若しくはその条件を変更し、又は行為若しくは工事の中止、道路（中略）に存する工

作物その他の物件の改築、移転、除却若しくは当該工作物その他の物件により生ずべき損

害を予防するために必要な施設をすること若しくは道路を原状に回復することを命ずるこ

とができる。  

一  この法律若しくはこの法律に基づく命令の規定又はこれらの規定に基づく処分に違

反している者  

二、三（略） 

２ ～７（略） 

第百条  次の各号のいずれかに該当する者は、一年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に

処する。  

一 、二（略） 

三  第四十三条（中略）の規定に違反した者  

四 （略） 

 

民法（明治二十九年四月二十七日法律第八十九号）（抄） 

 

（占有保全の訴え） 

第百九十九条  占有者がその占有を妨害されるおそれがあるときは、占有保全の訴えによ

り、その妨害の予防又は損害賠償の担保を請求することができる。 
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問題Ⅲ  行 政 学 
 

 

次の５つのテーマの中から、２つを選択して、「概要（現況）」「経緯（背景）」「課題（影

響）」「将来方向」について、日本の中央省庁・都道府県・市町村等の動向に言及しながら、

具体的に論じなさい。 

 

 

① 超高齢・人口減少社会 

② マックス・ウェーバーの官僚制論 

③ 行政需要 

④ アウトソーシング 

⑤ コンパクトシティ 
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問題Ⅳ  国際関係 
 

 

次の問に解答しなさい。 

 

 

問 

「新しい戦争」とは、何が「新しい」のか論じなさい。 
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問題Ⅴ  国際法／国際政治史／国際関係論 
 

 

次の 3問から 1問を選択して解答しなさい（選択した問の番号を文頭に明記すること）。 

 

 

問１ 国際法 

国際法における強行規範（ユス・コーゲンス）について、様々な角度から論じなさい。 

 

 

問２ 国際政治史 

第二次世界大戦後、東西冷戦がはじまったのはソ連の指導者がスターリンであったから

である、という見方がある。この見解に対するあなたの考えを、適切な歴史的事実や学説

に言及しながら論じなさい。 

 

 

問３ 国際関係論 

リビア内戦とシリア内戦について「保護する責任」の概念を用いながら比較しなさい。 
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問題Ⅵ  経済学（ミクロ・マクロ） 
 

 

次の問すべてに解答しなさい。  

 

問１ 

 第 1財と第 2財の消費から効用を得る個人を考える。3つの異なる課税方法に関して、以

下の問に答えなさい。ただし、両財とも上級財であると仮定する。 

 

(1) 第 1財に対し 1単位 𝑡 円の個別物品税が課される場合、課税による第 1財の需要量の変

化を、代替効果と所得効果という用語を使って説明しなさい。ただし、第 2財への課税

はないものとする。 

(2) 今度は、各個人の所得から直接 𝑇 円が引かれる一括税を考える。このとき、課税なしの

元の状態と比較して、一括税の課税後に両財の需要量はどのように変化するか。無差別

曲線と予算線を図示することによって説明しなさい。 

(3) 同個人から(2)と同じ税収 𝑇 円を、消費税（両財同率を仮定）によって回収することを考

える。このとき、課税後の効用水準の高さは、(2)の一括税課税後の効用水準と比べると

どのようになるか。理由もあわせて答えなさい。 

 

問２ 

(1) 最低賃金導入が失業を発生させるケースに関して、（最低賃金導入によって）失業が生

じる理由を、右下がりの労働需要曲線と右上がりの労働供給曲線を描いた図を用いて説

明しなさい。 

(2) (1)のケースに関し、最低賃金導入によって新たに発生する失業の量は、労働需要曲線の

賃金弾力性と労働供給曲線の賃金弾力性の大きさにそれぞれどのように依存するか。解

釈もあわせて答えなさい。 

 

問３ 

 我が国の家計金融資産の残高（ストック）は 1630兆円あまりに上る（日本銀行「資金循

環統計（2014 年第 1 四半期速報）」）。他方、フローでみると家計の貯蓄率（＝貯蓄÷可処

分所得）は一貫して低下してきた。国民経済計算によれば、日本の家計貯蓄率は 1.0％にと

どまる（2012年）。このことを踏まえて以下の問に答えなさい。必要であれば、数式・図表

を使っても構わない。 

 

(1) 我が国の家計貯蓄率が低下傾向にある理由について「ライフサイクル仮説」を用いて

説明しなさい。 

(2) 他方、総務省の「家計調査」によると勤労世帯の貯蓄率は（国民経済計算との単純比

較はできないものの）むしろ上昇傾向にある。その理由について「予備的動機」をキ

ーワードに説明しなさい。 

(3) 家計の貯蓄の低下はいずれ我が国の経常収支を赤字化させると危惧される。「IS バラ

ンス」の理論を用いて貯蓄と経常収支の関係を説明しなさい。 
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問４ 

 アベノミクスは、①異次元の金融緩和や②機動的な財政政策に加えて、③賃金の上昇を

通じて日本経済に「好循環」をもたらそうとしている。「所得拡大促進税制」という租税特

別措置によって賃金・給与を引き上げた企業の法人税を減免したほか、今年の春闘では総

理が給与水準のベースアップを経済団体に要請したりしている。このことを踏まえて以下

の問に答えなさい。必要であれば、数式・図表を使っても構わない。 

(1) 賃金・給与の増加が経済の好循環（景気の拡大）に繋がるプロセスを説明しなさい。 

(2) 他方、脱デフレが十分に達成されなければ、賃金・給与の増加は雇用に悪影響をもた

らすかもしれない。賃金上昇と脱デフレ、雇用の関係を説明した上で、経済の好循環

が実現するための条件、あるいは実現しないとしたらその理由を述べなさい。 
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問題Ⅶ  経済政策 
 

 

次の問すべてに対して、それぞれ簡潔に解答しなさい。 

 

 

問１ 

（１） 近年、日本において所得格差が拡大していると言われることがあるが、所得格差は

どのように測定されるか説明しなさい。 

（２） 所得格差の拡大をもたらしている要因にはどのようなものが考えられるか、述べな

さい。 

（３） 所得格差の拡大がなぜ望ましくないとされるのか、自分の考えを述べなさい。（仮に、

望ましくないと考えない場合は、その理由を述べなさい。） 

（４） 現行の日本の公的年金制度について、所得分配の観点からどのように評価できるか

述べなさい。 

（５） 現行の日本の生活保護制度について、所得分配の観点からどのように評価できるか

を述べなさい。 

 

 

問２ 

（１） 2015年 10月に予定されている消費税率引上げが仮に取りやめられた場合に、どの

ような経済的影響が生じると考えられるか述べなさい。 

（２） 「消費税率を二桁に引き上げる際には、生活必需品に対する軽減税率の導入が不可

欠である。」という主張に対して自分の意見を述べなさい。 

（３） 財政の「プライマリーバランス」とはどういう概念かを説明しなさい。 

（４） 「デフレ」とはどういう状況を指しているのかを述べ、なぜデフレが望ましくない

とされているのか説明しなさい。 

（５） 「成長戦略」として最も効果的と考える具体的政策をひとつ挙げ、なぜその政策が

効果的と考えるのか説明しなさい。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

注意事項 

（1） 問題Ⅰから問題Ⅶの中から、２つの問題を選択し解答してください。２つの問題のうち少なくと

も１つの問題は、志望するプログラムの科目（問題）を選択してください。志望するプログラムの

科目２問題を選択することもできます。 

（2） 問題Ⅴを選択し解答する場合、問題Ⅴの中から１問のみ選択し解答してください。問題Ⅴの

中から２問以上を選択し解答することはできません。 

（3） グローバル・ガバナンス・プログラム及び公共経済プログラムの問題には、日本語のほか、英

語でも解答することができます。 

（4） 解答用紙の記入については、別紙「解答用紙記入上の注意」をよく読んでください。 

（5） 問題用紙、解答用紙及び下書用紙には、受験番号だけを書き、氏名は書かないでください。 

（6） 問題用紙、解答用紙、下書用紙及び「解答用紙記入上の注意」は、試験室から持ち出さない

でください。 

（7） 受験票は机の上においてください。 

（8） 受験票と筆記用具以外のものは机の上に出さないでください。 

（9） 携帯電話は電源を切り、かばんの中にしまってください。 

（10） 時計等についているアラーム機能、計算機能、翻訳機能、その他時計以外の機能をＯＦＦに

してください。 

（11） 試験中に体調不良または手洗所に行く等の理由で試験室から一時退室しようとする場合

は、監督員に申し出てください。 

（12） 不正行為を行った者または監督員の指示に従わなかった者は、失格とします。 

 

 

 


